
令和４年７月１日 
緑の募金公募事業 実施団体の皆様へ 
 
 

令和４年度「緑の募金事業」の実施について 
 
 「緑の募金公募事業交付決定通知書」を送付しましたが、緑の募金事業（以下「事業」と

いう。）の実施に当たっては、特に下記事項に留意してください。 

 
記 

１．決定内容について（p.４～７） 
  同封した冊子「緑の募金中央事業に関する要領、留意事項及び様式」を熟読の上、交付決

定額に即した事業計画を作成し、適切に実行、報告すること。冊子の「交付金の対象経

費（例）」を踏まえ、必要最小限の支出に努めること。 

２．提出書類について（p.４、８、1３～1６） 
（１）所定の書類を漏れなく提出すること（冊子 p.１「緑の募金事業の流れ」下段を参照）。 
（２）様式は、該当年度のものを「緑の募金」公式サイトのＴＯＰ→「NPO・団体の方へ」→「ロゴ

・様式等ダウンロード」から入手すること。 

（３）承認の通知を受けた日から２ヶ月以内に活動スケジュール表を必ず提出すること。 

（４）事業の変更が必要となった場合は、予め、余裕を持って変更連絡表を提出すること。 

（５）実績報告書は事業終了後３ヶ月以内に必ず提出すること。 

3．労働安全の確保に向けた取組について（p.8） 
近年、チェーンソーによる災害が多発していることから、チェーンソーを使用する場

合には安全講習等を受講した安全担当者の配置や参加者への安全研修の実施など、労働

安全の確保に努めること。 

4．新型コロナウイルス感染症対策について（p.8） 
 活動に当たっては、新型コロナウイルス感染症対策に十分留意すること。参考までに

当機構で使用しているガイドラインを添付するが、機構ＨＰに掲載している動画

（https://www.green.or.jp/topics/koronataisakudouga/）も参照のこと。 

5．「緑の募金」活用の周知について（p.８～9） 
（１）緑の募金事業は、募金協力者の理解と支援が不可欠であることから、募金の活用が

一般に理解されやすいよう、地元自治体・マスコミ・緑の少年団・関連団体等と連携

し積極的かつ効果的な広報を図るとともに、WEB や SNS、会報誌、掲示物、配布資料な

どをとおして「公益社団法人国土緑化推進機構」の「緑の募金」から支援を受けてい

る旨（緑の募金シンボルマークを表示）の周知をすること。（記載例参照） 

（２）イベント等において緑の募金ポスター・フラッグの掲示、及び募金呼びかけを行うこと。 

（３）購入資機材には、同封のステッカーを貼付し管理すること。（追加送付可能） 

6．実施状況の中間報告について（p.９） 
   主な森づくりイベントを実施した場合、速やかに中間報告として、簡易な説明（日時

場所、目的、内容、参加対象、参加人数、様子等）を付して、写真データをメールで送

信する。国土緑化推進機構のＷＥＢやＳＮＳ等で発信する可能性があるため、個人情報

保護の観点から予め参加者に了承を得るとともに、撮影方法に留意すること。 

7．事業概要とりまとめ表（別紙２）と写真の提出について（p.1４） 
    「事業成果（波及効果・新たな拡がり等）」「課題・今後の展望」等が募金協力者に

伝わるよう具体的かつ簡潔にまとめること。「事業をよく知る関係者の声」は客観的な

視点での評価を聞き取りすること。写真は、裏面の《参考》にある写真のアングルを参



考に撮影し、画像タイトルは「◯◯年◯月◯日△村▲地区_■■（内容・状況）」等として

整理すること。また、別紙 2 を含む実績報告書のエクセルシート、写真データは郵送で

はなくメールで提出すること。 

8．交付金の使途及び領収書の記載について（p.1５～1６） 
（１）どの活動でどのように使ったのか各活動と支出との関係が分かるよう整理すること。 

（２）領収書は「但し書き」や「明細書等」において詳細を確認できるよう整理すること。 

（３）特に海外で発行される領収書は、数字や内訳を読み取れるよう丁寧に整理すること。 

（４）領収書は原本を PDF 化し、実績報告書といっしょにメールで送付すること。（PDF

化が難しい場合は、原本を提出すること。） 

9．団体の自立に向けた取組について（p.1６） 
  交付金は、団体の活動を支援することにより自立を促すものであり、団体内部での技

術研鑽や人材育成に努め、安易に外部委託・講師に頼らない体制づくりに努めること。

新規参画者を巻き込むことのできるモデル性のある多様なボランティア活動を支援する

ため、同一プロジェクトの継続的支援は概ね３年を上限とする。その期間内に体制を整

え、自立に向けて取り組むこと。 

《参考》 写真は、事前に参加者に了承を得た上で、下記のアングルを参考に撮影してください。 
 

公益社団法人国土緑化推進機構 
〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-7-4 砂防会館別館 B-５階 
TEL：03-3262-8457 MAIL：m-bokin@green.or.jp（募金部） 
緑の募金公式サイト https://www.green.or.jp/bokin/ 

■ 作業中や作業前後の近景 

■ 参加者の全体 ■ 看板・標柱・横断幕 

■作業中や作業前後の遠景 



 
事業着手前に熟読 
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緑の募金中央事業に関する要領、留意事項及び様式 
（令和４年度 公募事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益社団法人 国土緑化推進機構 
 
  

 この冊子は、「緑の募金交付金交付要領」、「緑の募金公募事業の実施に

係る留意事項」及び「関係様式」を掲載しています。事業実施団体の皆様は

よくご確認の上、適切に事業を実施してください。 

 なお、この冊子における「公募事業」には、「一般公募事業」、「次世代

育成公募事業」、「特別公募事業」及び「都道府県緑推推薦事業」が含まれ

ます。 

 要領等に反する場合、交付金が支払われない場合もありますので、ご留

意ください。 

様式は年度毎に更新しています。必ず該当年度版をご利用ください。 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-7-4 砂防会館別館 B-５階 
TEL：03-3262-8457 MAIL：m-bokin@green.or.jp（募金部） 

緑の募金オフィシャルサイト https://www.green.or.jp/bokin/ 
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「緑の募金」公式サイトから入手できます。 

 
https://www.green.or.jp/bokin/  
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１．緑の募金事業の流れ  
 

 
国土緑化推進機構 

 
事業実施団体 

 
〈掲載頁〉 

  

緑の募金公募事業交付決定通知書 
  

 事業計画の作成 
（交付決定額に即した計画）  ※提出不要 

 
 
 

 
       

〈p.32〉 
       

 
スケジュール表の受理   スケジュール表の作成・提出  

（事業承認通知の日から２ヶ月以内に必ず提出）  
 

申請書受理・ 
承認通知  中止申請書 

（事業中止の場合） 
                     

                        〈p.36〉 
〉   

事業の実施 
  事業計画に基づき効果的・効率的に実施 

  事業期間は事業承認通知から１年間 

  主な森づくりイベントを実施した後に中間報告   

 
 
 

 
〈p.33〉 

  概算払い   概算払い請求  
（必要に応じて。交付決定額の１／２以内。） 

→スケジュール表を添付 
 

 
変更内容の 
確認・調整   事業内容、経費の変更（連絡・調整） 

（必要に応じて） 

 
  〈p.35〉 

  
 

 
事業完了 

 実績報告書の作成・提出  
（事業完了後３ヶ月以内） 

■ 提出物（エクセルと写真をデータで提出。） 

①緑の募金事業実績報告書（様式１） 

②支出経費の仕分表（別紙１） 

③支出経費の概要整理表（別紙１附表） 

④実績報告書の作成・提出に係るチェックリスト 

⑤緑の募金事業の概要とりまとめ表（別紙２） 

⑥実施事業とＳＤＧｓとの関連についての整理表（別紙３） 

⑦緑の募金事業活動スケジュール表 最終版 

⑧領収書、写真等･･･領収書の原本を PDF 化し、メ

ールで送信（領収書の原本の PDF 化が難しい

場合は、原本を送付。） 

 
 
 
  
〈p.18〉 
〈p.21〉 
〈p.22〉 
〈p.24〉 
〈p.27･29〉 
〈p.31〉 
〈p.32〉 
〈p.15･16〉 

報告書の受理・審査 
交付金の確定・支払  

 

 

 

 

 

関係書類の保管 
（５年間） 
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 ２．緑の募金交付金交付要領  
 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公益社団法人「国土緑化推進機構」理事長（以下「理事長」という。）

が緑の募金中央事業として公募し、承認した森林の整備及び緑化の推進並びにこれらに

係る国際協力の事業を行うもの」（以下「交付対象者」という。）に対して支援を行う

ため、「緑の募金」から交付金を交付するのに必要な事項を定める。 
（事業の決定） 

第２条 理事長は、事業の採択を決定し、交付対象者に対し交付金の交付決定を通知する

ものとする。 
２ 理事長は、前項の通知に際し条件等を付することができるものとする。 
（交付申請の取り下げ） 

第３条 交付対象者は、当該通知に係る交付金の交付決定内容又はこれに付された条件に

不服があることにより交付金の交付の申請を取り下げようとするときは、理事長に対し

その受理した日から２週間以内に書面で申し出るものとする。 
２ 前項の規定による申請の取り下げがあった場合は、当該申請に係る交付金の交付決定

はなかったものとみなす。 
（事業内容等の変更の承認） 

第４条 交付対象者は、何らかの事由で承認された事業内容の変更及び事業期間の延長を

行う場合は、事前に理事長の承認を受けなければならない。 
２ 理事長は、交付対象事業の変更の承認を行った場合で必要と認めるときは、交付金の

交付決定の内容を変更し、又は新たな条件を付すことができる。 
３ 理事長は、前項の承認を行った場合、交付対象者に書面で通知しなければならない。 
（事業の中止の承認） 

第５条 交付対象者は、何らかの事由により承認された事業を中止しようとする場合は、

事前に理事長の承認を受けなければならない。 
２ 理事長は、前項の承認を行った場合、交付対象者に書面で通知しなければならない。 
（実績報告書の提出） 

第６条 交付対象者は、交付対象事業を完了した場合、中止の承認を受けた場合又は事業

期間が終了した場合は３ヶ月以内に緑の募金事業実績報告書（要領様式１）を理事長に

提出するものとする。 
（交付金の額の確定等） 

第７条 理事長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その報告に係る書類

の審査を行い、承認事項に即して適当と認める経費については交付金として確定し、交

付対象者に通知するものとする。 
ただし、実績報告書の決算額と確定された交付金の額が同一である場合は、交付金額

の確定通知は省略できるものとする。 
（交付金の支払い） 

第８条 交付金の支払いは、前条に規定する交付金の額の確定後に行うものとする。 
２ 理事長は、交付対象者の請求により必要があると認められる金額については、前項の

規定にかかわらず、交付金の決定額の２分の１を限度として概算払いをすることができ

るものとする。 
３ 交付対象者は、前項の概算払いを請求する場合は、「緑の募金事業概算払い請求書」
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（要領様式２）を理事長に提出するものとする。 
（交付金の交付決定の取り消し） 

第９条 理事長は、次の各号に該当する場合には、交付金の交付の決定の全部又は一部を

取り消すことができるものとする。 
（１）交付金の交付の申請について、不正の事実があった場合 
（２）交付対象者が交付金を交付対象事業以外の使途に使用した場合 
（３）交付対象事業の遂行が交付金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反して

いると認められる場合 
（４）交付対象者が第 12 条に規定する調査等を正当な理由もなく拒み、妨げ又は忌避した

場合 
（５）その他この要領に定めるところに違反したと認められる場合 
２ 理事長は、前項の規定による取り消しを行った場合には、「緑の募金交付金」の交付

決定取り消しを書面で交付対象者に通知するものとする。 
（交付金の返還） 

第 10 条 理事長は、前条第１項の規定による取り消しを行った場合は、当該取り消しに係

る部分に関し、既に交付金が交付されているときは、期限を定めて当該交付金の全部又

は一部の返還を命ずるものとする。 
（加算金及び遅延金） 

第 11 条 交付対象者は、前条の規定による交付金の返還を命じられたときは、その命令に

係る交付金を受領した日から納付の日までの日数に応じ、返還すべき金額につき年 10.95
％の割合で計算した加算金を理事長に納付しなければならない。 

２ 前条の規定による交付金の返還期限は、返還命令の日から 20 日以内とする。 
  返還期限内に納付しないときは、交付対象者は、返還期限の翌日から納付の日までの

日数に応じ、未納に係る金額につき年 10.95％の割合で計算した遅延金を理事長に納付

しなければならない。 
３ 理事長は、前２項の場合においてやむを得ない事情があると認めるときは、当該加算

金又は遅延金の一部又は全部を免除することができる。 
（調査等） 

第 12 条 理事長は、「緑の募金交付金」の交付目的を達成するために必要と認めるとき

は、交付対象者に対し報告をさせ、又は公益社団法人「国土緑化推進機構」の役職員に

その事務所等へ立ち入り帳簿書類等を調査させ、若しくは関係者に対し質問させること

ができる。 
２ 理事長は、前項の規定による調査等により、当該交付対象事業が交付金の交付の決定

の内容、又はこれに付した条件に適合していないと認めるときは、交付対象者に対し、

これに適合させるための措置をとるべき事を指示することができる。 
３ 交付対象者は、前項の指示を受けたときは、これを誠実に遵守しなければならない。 
（交付金の額の確定後の監査等） 

第 13 条 理事長及び交付対象者は、第７条の規定による交付金の額の確定の通知を受け

たときから５年間は、当該交付対象事業に係る帳簿書類等を保存しておかなければなら

ない。 
２ 第９条から第 12 条の規定に係る帳簿書類等についても、前項を適用するものとする。 
（その他） 

第 14 条 理事長は、この要領により難いと認められる場合は、規定の一部を適用しないこ

とができるものとする。 
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 ３．緑の募金公募事業の実施に係る留意事項  
 

（１）緑の募金公募事業交付決定通知書の受理から事業着手までの手続き 
  ア 交付申請の取り下げ 
    交付決定内容等に不服があって交付金の交付の取り下げる場合は、緑の募金交付

金交付要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づき、通知を受理した日か

ら２週間以内に理事長に書面で申し出ること。 
  イ 事業計画の作成 

通知書の決定額は、審査を経て、申請時と異なっていることから、当該決定額に

応じた事業計画に見直すこと。 
  ウ 関係法令に基づく手続き 

事業実施対象森林が保安林等の事業実施許可等が必要な区域に指定されている

場合は、速やかに手続きを了した後に事業に着手すること。 
  エ 安全管理の体制整備とボランティア保険等への加入 

団体で作業の安全マニュアルを定めるとともに、必要な安全教育等を計画するこ

と。万が一の作業中の災害等に備え、事業着手前にボランティア保険等に加入する

こと。申請時に計上していない場合は、交付金の範囲内で科目間の変更が可能。 
  オ 緑の募金事業活動スケジュール表の提出（様式 p.3２） 

交付承認（決定）の通知を受けた日から２ヶ月以内に様式（32 頁）により、イの

事業計画に基づく活動スケジュール表を必ず提出すること。提出が無いと概算払い

請求は出来ません。 
                                 

（２）交付金の対象経費 
事業実行と経費の支出に当たっては、緑の募金事業交付金が森林整備及び緑化を目

的とする市民からの寄付を原資としていることを重く受けとめ、可能な限り森林の整

備等に直接使用するよう努め、効果的・効率的な活用の観点から適正な支出に努める

こと。 

「緑の募金公募事業募集規則」及び「緑の募金公募事業交付決定通知書」に基づく

ほか、次の点にも留意すること。 

① 緑の募金事業は、森林ボランティア団体の運営全般でなく、団体が行う事業の一

部を支援するものであること 
② 交付金は、承認された事業に直接必要な経費のみを対象とすること。 
③ 特に、行動費、環境整備費、指導者経費等は、交付金の対象経費の例となってい

ることをもって安易に支出することなく、これまでの団体の活動経験や支出の状況、

その有する技術等に鑑み、実行段階においてその必要性等について再度精査するとと

もに、使途の透明性・説明責任を確保すること。 

     
  ア 行動費 
        宿泊費、交通費（車両借上費を含む）等は、事業箇所、事業量及びボランティア

活動として相応しいものとし、過大な支出はしないこと。 

  イ 環境整備費 
        特殊な機材、専門的技術を必要とするなど、団体・会員では実施が困難な作業を

専門業者等に委託するものであることから、他のボランティア団体又は個人への安

易な委託等は行わないこと。 

また、団体の自立に向けて、会員の技術向上等に努めること。 
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  ウ 資材費 
        実施団体としてすでに保有している物品等を考慮し必要最小限とすること。また、

個人所有せず、団体として適正な利用・保守管理を行うこと。 
なお、他団体又は会員等からの車両・機材等借り上げ費、看板作成費等は、不適

正な支出との疑念を招かないよう、必要台数の把握、他の料金等との比較等を行う

ほか、その根拠を支出基準等で明らかにしておくこと。 
エ 資材等運搬費 

        人員輸送車両の活用も考慮し、資材等の運搬距離・量に応じた必要最小限の台数、

回数等とすること。また、金額の根拠を支出基準等で明らかにしておくこと。 
  オ 指導者経費 

 指導者は、森林整備・土木、環境教育等に精通し、事業を安全かつ確実に行い得

る専門的な知識・技術を有する者に限り、内部講師は対象としない。 
 また、委嘱に当たっては、当日の活動内容、参加人数に応じた適切かつ効率的な

人数及び配置とし、謝金額は、当該地域の類似業種の平均単価等を考慮すること。 
 なお、事業との関連、指導日時・内容、講師の資格、講師料等が分かるよう概要

整理表に整理し実績報告書に添付すること。 
 さらに、団体内部での指導体制を確立するよう人材育成等に取り組むこと。 

  カ 事務費 
        事務費は、承認された事業に直接必要なものに限られることから、団体の通常運

営に係る経費（承認事業対象地以外での費用、電話基本料、団体の事務所借上費、

創立○周年記念誌の発行、ユニフォーム作成費等）や高額な備品等は対象外となる

ので留意すること。 
 
    事業ごとの割合は、次のとおりである。 

① 「次世代の森づくりを担う人材育成事業」 及び「スギ等森林の有効活用支援事

業」交付金額の 20％以内（人件費 10％以内を含む。） 
② 「一般公募事業」及び「子どもたちの未来の森づくり事業」 交付金額の 10％以

内（人件費等 10 万円以内を含む。） 
 

  交付金の対象経費（例）  
 

科 
目 

区 分 交付対象 対象外 

 

行 
動 
費 

宿泊費 ○ 集合解散場所から 現地まで相当距離があり、

宿泊を必要とする場合の経費（3,000 円／人・

日を上限）。 

○ 移動距離、作業内容・作業量等に比

べて、宿泊数・人数が多過ぎる等ボ

ランティア活動として相応しくな

いと判断されるもの。 
○ 飲食費。 

交通費、燃

料費等 
○ 集合解散場所から現地までの経費（合理的か

つ効率的な手段・アクセスによるものに限る）。

（国際協力の場合、集合解散場所は事業実施

国内とする） 

○ 車両等の借上料並びに燃料等の経費。 

○ 関係自治体等との事前打ち合わせが必要な場

○ 他の交通機関との比較を怠ったり、

参加人数に相応しい台数等を超え

ているもの。 
○ 集合解散場所までの経費。 

○ 国際協力における対象国までの経費。 

○ 個人からの人員輸送車の借上等で
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合の経費。（概要報告を添付） レンタル料等に比べて高額なもの。 

保険料 ○ ボランティア活動に参加する者等の経費。 ○ 承認された事業・期間以外のもの。 

その他 ○ 会議室会場費。 

○ チェーンソー安全講習等の受講経費。 

○ ボランティアに係る作業労賃等。 

 

 

環 

境 

整 

備 

費 

作業路整

備費、地拵

・整地費等 

○ 重機作業、大径木伐採、シカ柵設置等 特殊な

機材、専門的な技術を必要とし、団体・会員で

は実施が困難な作業の委託経費（安全上問題

があるもの等）。 

○ 傾斜、植生等の条件から見て、ボラ

ンティア団体・会員による作業が可能

と判断される下刈、歩道整備、整地等。 

その他 ○  事業のＰＲ看板・標柱の作成を委託せざるを

得ない場合の作成委託費。 

○ ホームページの変更、チラシ制作等経費（承

認された事業の普及啓発に係るものに限る）。 

○ 看板等の設置作業費（特殊・大型で

団体等による設置が困難な場合を

除く）。 

○ 承認された事業以外の団体の通常

運営に係るホームページの更新等。 

 

資 

材 

費 

機械・器具

等 
○ 承認された事業の実施に不可欠なチェーンソ

ー、鋸等の機械器具購入・借上経費（参加者が

交代で作業する等の工夫により必要最小限で

対応。購入経費はチェーンソー50,000 円／台、

刈払機 35,000 円／台以内で各 2 台まで）。 

 （注）事業量等に応じて、購入・借上の比較を

行い使用頻度が低いもの等は借上等で対応。

また、借上は各レンタル業者等の料金を比較

の上、原則として安価なものを対象。 

○チェーンソー等の燃料等の経費。 

○ 替刃等の消耗品の購入等の経費。 

○ 活動方法、作業量、作業者数に相応

しい台数を超えるもの。（団体の保

有台数が十分な場合を含む。） 

○ 個人からのチェーンソー等借上の

場合でレンタル料金等に比べて高

額なもの。 

○ 承認された事業以外に使用する機

材や次年度以降の準備用品。 

○ 高額な機械及び事業における必要

性が乏しく、「あった方が良い。」

程度のもの。 

○ 団体の資産形成・施設に係るもの。 

 

○ チルホール等安全作業に必要な機械・器具の

借上等経費。 
○ 事業量等が少なく、過大又は準備用

品的と判断されるもの。 

苗木等 ○ 植栽箇所等の条件に適した苗木の購入経費。 

○ 植栽に付帯する支柱、獣害等防止施設資材経

費。 

○ 森林整備等に相応しくない花苗等。 

○ 特殊な樹種、高木（大苗）などで事

業目的、内容に相応しくないもの。 

その他 ○ 事業のＰＲ看板・標柱等の材料費。 

○ 熱中症や新型コロナウィルス感染症の予防対

策費。 

○ イベントの記念品等。 

○ 飲食・食材費（ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰ等必要最

低限の熱中症対策を除く）。 
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資 

材 

等 

運 

搬 

費 

運搬費 ○ チェーンソー、刈払機等の運搬用トラック借

上等の経費。 

○ 個人からの資材運搬車両の借上で

レンタル料等に比べて高額なもの。 

○ 作業量・作業内容等から見て過大又

は必要性が少ないもの。 

○ 通常、参加者が携行すべき資材の運

搬費。 

 

指 

導 

者 

経 

費 

 

謝金等 ○ 団体・会員の技術・知識等では、参加者の指

導が困難な場合の外部専門家の謝金・旅費・宿

泊料等の経費。（団体・会員自らが指導する体

制・自立への取組が前提。） 

○  内 部 講 師 に 対 す る 謝 金 等 。    

○ 作業内容・レベル、指導者の経験・

資格等からみて相応しくないと判断さ

れるもの。または高額なもの。（国土

緑化推進機構の謝金規定では研修会の

講師 10,000～20,000 円）       

○ 遠方に在住する講師等の依頼で、謝

金・旅費等が高額となるもの。  

 

事 

務 

費 

事務費全

体 
【一般公募・子どもたちの未来の森づくり事業】

：事務費は交付金の 10％以内。 

【次世代の森づくりを担う人材育成事業・   

ス ギ 等 森 林 の 有 効 活 用 支 援 事 業 】        

：事務費は交付金の 20％以内。 

 

人件費 ○ 企画・調整等に要する人件費。 

【一般公募・子どもたちの未来の森づくり事業】 

：交付金の 10％以内で 100,000 円を上限。 

【次世代の森づくりを担う人材育成事業・  
スギ等森林の有効活用支援事業】        
：交付金の 10％以内。 

○ 承認された事業以外、通常の団体運

営に係る事務等。 

事務用品

費 
○ 文房具等の経費。 ○ 通常の団体運営に多く使用される

デジタルカメラ等の備品。 

○ 承認された事業以外に使用する用

品や事業後の準備用品等。 

印刷費 ○ 印刷用紙、プリンターインク等の経費。 ○ 通常の団体運営に使用されるプリ

ンターや会報誌印刷費等。 

○ 印刷物の発行回数、枚数等に比べて

過大と判断されるもの。 

○ 承認された事業以外に使用する用

品や事業後の準備用品等。 

通信費 ○ 電話料、郵送料等の経費。 ○ 承認された事業と関係なく発生す

る基本料や団体会報誌郵送費。 

○ 承認された事業との関係が不明な

郵送費等。 
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（３）概算払い請求書の提出（様式 p.33） 
 要領第８条２に基づき、必要額（交付決定額の１／２を限度）を概算払い請求する

ことができる。請求に当たっては、活動スケジュール表を添付すること。（既に提出済

の場合を除く。） 

概算払い請求書の提出は送付ではなく、メールでファイルを送信すること。 

 提出先メールアドレス m-bokin@green.or.jp  （募金部 担当宛）  
 

（４）事業の実施 

ア 参加者の安全確保 
安全マニュアルの徹底、作業精通者の指導等による安全確保、万が一の場合のボ

ランティア保険加入など各団体の責任の下で事業を実施すること。特にチェーンソ

ー、刈り払い機を使用する作業は作業精通者に限定し、他の参加者による別の作業

と同一箇所で同時には実施しないなど、厳重に注意を払うこと。 
なお、近年、チェーンソーによる災害が多発していることから、チェーンソーを

使用する場合には安全講習等を受講した安全担当者の配置や参加者への安全研修

の実施など、労働安全の確保に努めること。 
また、活動に当たっては、新型コロナウィルス感染症対策に十分留意するこ

と。参考までに、当機構で使用しているガイドラインを添付するが、機構ＨＰに

掲載している動画も参照のこと。    

https://www.green.or.jp/topics/koronataisakudouga/ 

イ 効果的な連携・広報および新規参加者の獲得 
マスコミ、地元自治体、学校、保育所、幼稚園、緑の少年団、町内会、商工会、地

元企業、関連団体等と連携し、積極的かつ効果的な広報や事業展開を図ること。（マ

スコミへの取材依頼は後頁の記載例を参照） 

また、チラシに限らず、ＷＥＢやＳＮＳ、自治体広報誌等の活用も含め、幅広く一

般参加の募集を呼びかけ、新規参加者の拡大に努めること。 

ウ 「緑の募金」活用の周知とシンボルマーク掲出 
募金協力者に支えられた事業であることを明らかにするとともに、参加者に募金の活用事

業であることが理解されやすいよう、活動時には緑の募金のフラッグ、次世代の森づくり

を担う人材育成事業（横断幕）、子どもたちの未来の森づくり事業（横断幕）を掲

示するとともに、主催者挨拶等で、「国土緑化推進機構」の「緑の募金」からの支援の

旨を紹介すること。また、特定企業からの支援事業の場合はその旨も紹介すること。 

また、以下のものに緑の募金シンボルマークを表示し同様の周知を行い、事業終

了後に周知方法を写真や実物等で報告すること。 

■ WEB、会報誌、チラシ、当日配布資料、報告書、ほか事業に係る制作物  
 
データはＷＥＢよりダウンロードが可能。 

使用に当たっては使用マニュアルを順守し、

当該事業以外には使用はしないこと。 
 
 

 

 

 

「緑の募金」シンボルマーク等データ入手方法 
「緑の募金」公式サイト https://www.green.or.jp/bokin/ にアクセス→ 

「NPO・団体の方」へ→「ロゴ・様式等ダウンロード」 

 →パスワード 「bokin21」（全て半角小文字） 
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 なお、フラッグ又は横断幕は国内の交付決定団体に配布す

るので活動時に掲示したり、活動写真に入れ込むなど積極的

に活用すること。 

海外の事業は、緑の募金のフラッグの配布は行わないが、

現地の方が緑の募金の趣旨を理解できるよう、現地語等でフ

ラッグやパネル、教材等を独自に制作して、同様に周知を図

ること。 

エ ステッカーの利用による資機材の管理 
当該事業に係る資機材の購入がある場合は、

同封のステッカーを貼付し適正に管理するこ

と。 

不足する場合は追加での送付が可能。 

オ イベント開催時における募金活動 
森づくりイベント等において、積極的に募金活動を行うこと。募

金活動の資材として、同封の紙製募金箱・緑の募金ポスター（Ｂ２

・Ｂ３サイズ）・募金だより（Ａ４サイズ）のほか、幟旗（貸出）も追

加で用意することが可能。〔問合先：電話 03-3262-8457（募金部）〕 

 

集まった募金は同封の振込用紙で送金、または所在の都道府県緑化推進委員会宛

に募金し、そのことを実績報告にあわせて「スケジュール表」で報告すること。 

カ イベント実施状況の中間報告 
主なイベントを実施した場合、速やかに中間報告として、簡易な説明（日時場所、

目的、内容、参加対象、参加人数、様子等）を付して、活動の様子のわかる写真を

２～３枚メールにて送信すること。国土緑化推進機構のＷＥＢやＳＮＳ等で発信す

る可能性があるため、予め参加者に了承を得るとともに、撮影方法に留意すること。 

写真は WORD 等に貼付せず、そのまま送信。WEB 掲載可能なものに限る。 

 提出先メールアドレス m-bokin@green.or.jp （募金部 担当宛）  

キ 看板等の設置 
後頁の表記例を参考に、当該事業地に緑の募金シンボルマークを必ず表示し、 

「緑の募金交付金による事業である」旨を看板等で表示すること。 
・看板には、可能な限り間伐材等を使用すること。 

・「子どもたちの未来の森づくり事業」は、特に文言とロゴに注意すること。 

・「次世代の森づくりを担う人材育成事業」及び「スギ等森林の有効活用支援事

業」は看板等の設置は必須ではないが、設置する場合には、次の事例を参考に

すること。 

 

・「国際緑化事業」は、現地市民が理解できるよう現地語の表記も含めること。 

緑の募金：The Green Donation 

国土緑化推進機構：The National Land Afforestation Promotion Organization 

・誤記（例えば、「緑の基金」「国際緑化推進センター（JIFPRO）」等）がないよう

にくれぐれも注意。 
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（取材の依頼記載例）  
                                                         令和  年  月  日 
 ○○新聞○○支局等 
                                              団体名 
                                              代表名       
                                              連絡先 
 

○○事業の実施について 
 
 ○○事業を下記のとおり実施しますので、お知らせします。 
 なお、この事業は「公益社団法人国土緑化推進機構」の「緑の募金」から支援を受けて実施するものです。 

 
記 
 

１．日時   ○月○日（○） ○時～○時 
２．場所   ○市○町○ ○○市有林内（別紙地図参照） 
３．事業の概要 
（１）事業名 
（２）事業内容 （具体的に記載） 
４．次第 
（１） 
（２） 
（注）必要に応じて、団体の概要等の情報も提供する。 

 

 

 

 

（看板の表記例） 
 

看板は、次の例を参考に、実施内容、参加者等を考慮して作成・設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一般公募事業、直接事業の例） 

                                
○○事業 

 
 この事業は、○○○○（具体的に）を目的として、（公社）国土緑化推進機構の「緑

の募金」の活用と、緑のボランティアの参加協力により実施されたものです。 
 
 令和○年○月○日 
                         ○○協会（事業実施団体名） 
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（子どもたちの未来の森づくり事業の例） 

 
○○事業 

 
 この事業は、子どもたちの森の学びを支援するとともに、森林環境教育のフィール

ドとしての地域のシンボルとなる森づくりを目的として、（公社）国土緑化推進機構

の「緑の募金」の活用と、地域の方々の参加協力により実施されたものです。 
 この事業で使用した「緑の募金」は、「ファミリーマート夢の掛け橋募金」からの

寄付金によるものです。 
 

 
 令和○年○月○日 

                 ○○協会（事業実施団体名） 

≪「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の文言とロゴマークを必ず表記。≫ 

 
（海外事業の例）※現地語の表記を含む 

 

○○事業 

 

 この事業は、○○○○（具体的に）を目的として、日本の市民や企業の有志の寄付

である「緑の募金」の支援と、日本および△△国のボランティアの参加協力により実

施されたものです。 
  
 ○◯年○月○日 
                         ○○協会（事業実施団体名） 
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（次世代の森づくりを担う人材育成事業の例） 

○○事業 
 
 この事業は、高校生・大学生などの若者が、森林や樹木を保全し増やしていく活動

に参加することにより、将来の森づくりのリーダーを育てていくことを目的として、

（公社）国土緑化推進機構の緑の募金の活用と、緑のボランティアの参加協力により

実施されたものです。 
この事業で使用した「緑の募金」は、ENEOS 株式会社からの寄付金によるものです。 
 
 
 

 令和○年○月○日                  

○○協会（事業実施団体名） 

≪「ENEOS」の文言とロゴマークを必ず表記。≫ 

 

（スギ等森林の有効活用支援事業の例）                  

○○事業 
 
 この事業は、花粉対策等を含む、未来につなぐ人にやさしい森づくりに貢献するこ

とを目的として、（公社）国土緑化推進機構の緑の募金の活用と、緑のボランティア

の参加協力により実施されたものです。 
この事業で使用した「緑の募金」は、日本中央競馬会からの寄付金によるものです。 
                              
令和○年○月○日                  

○○協会（事業実施団体名） 
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（５）事業の変更又は中止 

ア 事業の変更（様式 p.35） 
承認された内容を変更する必要が生じた際は、要領第４条の規定に基づき理事長

の承認が必要となる場合があるので、様式（35 頁）により予め担当者に変更内容等

について連絡すること。変更は、緑の募金事業の実施に支障のない範囲で行うもの

とし、必要な場合は自己負担等を含めて適切な事業実施に努めること。        

イ 事業の中止（様式 p.36） 
何らかの事由により事業を中止しようとする場合は、要領第５条の規定に基づき

理事長の承認が必要となるので、様式（36 頁）により申請すること。 
なお、当該事業が団体の申請に基づき承認され、国民からの緑の募金によるもの

であることを十分認識し、安易に中止することのないようにすること。 
 
（６）交付決定の取り消し 

要領第９条では、次の場合に交付決定の取り消しをすることができると規定してい

るので、留意すること。 
① 交付申請について不正があった場合 
② 交付金を対象事業以外の使途に使用した場合 
③ 事業の遂行において交付決定の内容又は条件に違反した場合 
④ 要領第 12 条の立ち入り調査等を正当な理由もなく拒み、妨げ等をした場合 
⑤ その他この要領に違反したと認められる場合 

 
（７）実績報告書の提出 

実績報告書は、要領第６条の規定に基づき、事業期間終了後（それ以前に事業が完

了した場合は事業完了後）３ヶ月以内にメールで提出すること。なお、審査や交付金

（標柱の表記例） 
 

 積雪により看板が倒壊する恐れから、標

柱にせざるを得ない場合は、次によるこ

と。 
また、可能な限り間伐材を活用する。 
 ※１ 公募等の種類を記する 

※２ 特定の企業等からの募金による

事業については、その旨を記載す

る。 

（
公
社
）
国
土
緑
化
推
進
機
構 

緑
の
募
金
中
央
事
業 

 

※
２ 

募
金
提
供 

 
○
◯
○
◯ 

事
業
実
施
団
体 

 

○
◯
○
◯ 

○
◯
○
◯
○
◯
事
業 

 
 
 

緑
の
募
金
事
業
（
※
１
一
般
公
募
事
業
） 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 
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振込に時間を要するため、事業完了後速やかな提出を願います。 

 

なお、緑の募金公募事業承認通知書で通知した事業期間の末日（事業期間の延長を

行った場合は、承認した延長後の期間の末日）から１年以内に実績報告書の提出がな

い場合には、交付金の交付を放棄したものと見なすとともに、概算で支払った交付金

については返還を求めますのでご承知おきください。 

 

提出は送付ではなく、メールでエクセルと写真のデータを送信すること。 

 提出先メールアドレス m-bokin@green.or.jp  （募金部 担当宛）  
 

ア  実績報告書作成の留意点（様式 p.18）     
① 該当年度の様式を「緑の募金」公式サイトから入手し、むやみに各様式を改変

せずに作成する。 
② 事業実施者名、事業名、事業番号等に誤記のないよう漏れなく記入する。 
③ 事業実施期間は、イベント等の準備や整理に要した日を含めて記入する。 
④ 決算書は、支出の科目ごとに適切に区分した上で、各々の金額及び計を正しく

記載する。また、「支出経費の仕分表」、「領収書」との整合性を確認する。 
⑤ 振込先の口座番号、口座名義、フリガナ等は誤記や漏れのないよう確認する。 
⑥  最後に、チェックリストを全て確認し提出する。 

  イ 支出経費の仕分表［別紙１］（様式 p.21） 
様式（20 頁）により、領収書月日の順に、科目別に記載し、その計は実績報告書

の決算書等の額と合致させる。また、科目毎の交付決定額も記入すること。担当者

との調整で見直した場合、「○月○日調整済み」として調整後の額を記入すること。 

  ウ 支出経費の概要整理表［別紙１附表］（様式 p.22） 
領収書のみでは「作業内容・量と経費の整合性」等が分かり難い場合があるため、

主な経費の概要について簡潔に整理すること。該当する経費を支出した場合には必

ず作成し提出すること。 

エ 緑の募金事業概要とりまとめ表（事業報告集用）［別紙２］（様式 p.27） 

    毎年度発行する「緑の募金事業報告集」の原稿として使用するため、様式（27 頁）

及び記載例（29 頁）を踏まえて記載すること。読者（募金協力者等）が事業の目的

や効果を理解しやすい文章とすること。特に「事業成果等（社会的波及効果や新た

な拡がり等）」及び「自己評価、今後の展望（反省点、課題、今後の取組体制等）」

は、実態を踏まえ具体的かつ簡潔に記載するとともに、「事業をよく知る関係者の

声」は、事業全体の客観的評価を聞き取りし記載すること。 
また、作業量、参加人数等の数字データを漏れなく記入（計欄を含む）すること。 

写真は、事業のわかるものを主な作業日・作業内容ごとに数枚ずつ、合計５～15 枚程度
（下記のク③参考）をエクセルに貼付せずにメールで送信する。 

オ 実施事業と SDGｓとの関連についての整理表［別紙３］（様式 p.31） 

該当すると思われる項目のうち重要と考えられるものから３つ以内に し、具体

的な活動や理由を記述すること。 
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カ 「緑の募金事業」活動スケジュール表（最終版）（様式 p.32） 
年間の活動実績を最終整理して提出すること。募金活動について記入すること。 

キ 実績報告書の作成・提出に係るチェックリスト（様式 p.24） 
誤記、漏れ等を防ぐため、該当項目に し、実績報告書と合わせて提出すること。 
 

ク 参考資料の提出（PDF 又はデータで提出） 
① 広報媒体、当日資料等 

参加募集や事後報告、当日資料等に用いた制作物（広報紙、会報誌、チラシ、

ポスター、配布資料、WEB 記事等）を PDF で添付すること。 
   ② 新聞記事等 
    （４）のイにより新聞・テレビ報道があった場合は、新聞の切り抜きやテレビ報

道の概要が分かる資料を PDF で添付すること。 
③ 図面、写真等 

○ 図面：具体的な活動実施場所をわかりやすく示すもの。 
    ○ 資材写真：購入した主な資機材 
    ○ 現地写真：作業中や作業前後の遠景・近景、参加者の全体、看板・標柱等の遠

景・近景、募金周知や募金活動の様子等。（37 頁の写真参考） 

 ※ 画像タイトルは「◯◯年◯月◯日△△村_■■（内容・状況）」等とする。 
なお、写真を国土緑化推進機構のＷＥＢやＳＮＳ、各種ＰＲ紙等に掲載する場合が
あるので、予め参加者に了承を得るなど掲載のご了解を願いたい。 

（８）領収書の添付 
提出する領収書は原本を PDF 化し、添付すること。（原本の PDF 化が難しい場合

には、原本を送付すること。） 
「いつ、何を、どれだけ買ったか等」が確認できるよう、特に海外の場合、数字や文字を

読み取れるよう丁寧な整理を事業関係者に徹底すること。ほか次の事項に留意すること。 
  ア 日付 

     事業報告書の「３．事業実施期間」の範囲内の年月日が記載されていること。 
イ  宛先 

必ず実施団体名とすること。無記入等で、事業実施との関連が不明確な場合は交

付対象外となることがあるので留意すること。 
ウ 内訳（但し書き） 

   ① 品目等・・・「但し、」欄には、領収者が品目、数量等を明記することとし、当該

欄に表記できない場合は、内訳等が分かる請求書又は納品書等を添付すること。 
   ② 作業月日、内容・・・「実施日時、実施人数、作業内容、指導内容、」が分かるよ

う「○月○日の間伐指導分、△月△日の倒木処理」等と記載し、人数等が多い場

合は別紙を添付すること（機材借り上げ等もこれに準ずる）。なお、ガソリン等

のレシートの場合、貼付台紙の余白に「いつ、何のために使用したものか」等を

記載すること。 
③ 人件費・・・受取人が実施団体職員であることの証明、各人の作業月日及び作業内

容、領収印等の必要事項を備えた別紙を添付すること。 
エ 領収者名・印 

     領収書には住所、法人名、代表者、押印があること。なお、スーパーや量販店等

で発行される通常のレシートも証憑書類として有効とする（領収書の再発行は不
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要）。ネット通販の場合、購入物と引き落としが確認できるメール等を有効とする。 
オ 銀行振込の取り扱い 

        振込明細書でも可とするが、内訳等が分かる請求書、納品書を添付すること。 
        なお、振込手数料は、当該経費に含めて請求することができる。 

カ 整理方法 
各領収書は、右肩に「支出経費の仕分表」（21 頁）の領収書番号と同じ番号を付

してＡ４版台紙に重ならないよう貼付し、原本を PDF 化して提出すること。（原本

の PDF 化が難しい場合には、原本を送付すること。） 
（９）その他 
    ア 団体の連絡先の明記 
        適切かつ速やかに審査等を行うため、担当者名、電話番号（携帯含む）、メール

アドレス等を必ず記載すること。 
イ SDGs の推進 
  ＳＤＧs（持続可能な開発目標）の達成に貢献できるよう意識して取組むこと。 

ウ 「山の日」「森林ボランティアの日」「国際森林デー」 
  可能な範囲で「山の日」、９月の第３日曜日「森林ボランティアの日」、３月 21 

日「国際森林デー」前後の事業実施に協力すること。 

エ 交付金による継続的支援の上限 
国土緑化推進機構の緑の募金交付金は、新規参画者を巻き込むことのできる多様な

ボランティア活動を支援するため、同一プロジェクトの継続的支援は概ね３年を上限

とする。その期間内に体制を整え、自立に向けて取り組むこと。団体内部での技術

研鑽や人材育成に努め、安易に外部委託・講師に頼らない体制づくりに努めること。 
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 領収書（例） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

領 収 書 
①  

                                          令和４年９月１日 
 
 ○○協会 様 
         ￥12,345 円 

 
但し、     〈左枠内参照〉            

 
 

  上記正に領収いたしました。 
 

                          〒 
                           ○○県・・・・・ 
                              △△商事株式会社 
                                代表 □□ □□  印 
                                電話 ・・・・・ 

 
領収書に表記できない場合の記載例 

①請求明細 ②指導者経費明細 ③人件費明細 
品目(規格) 数量 単価 金額    月日 

 及び 
 時間 

指導内容 指導者名     月日 
  及び 
  時間 

作業内容 職員名 
○○(    ) 
△△(    ) 
 

   1 
   3 
 

 5,400 
 2,160 
 

 5,400 
 6,480 
 

A B C 計  
A 

 
B 

 
計 

○ .○ 
(  H) 
△ .△ 
(  H) 

・・地拵 
(          ) 
間伐・・ 
(          ) 

 8,000 
 
 8,000 

 8,000 
 
 8,000 

12,000 
 
12,000 

28,000 
 
28,000 

○ .○ 
(  H) 
△ .△ 
(  H) 

植樹式事前準備 
(             ) 
打合せ資料作成 
(             ) 

 8,000 
 
 8,000 

 8,000 
 
 8,000 

16,000 
 
16,000 合計   11,880 

 計  16,000 16,000 24,000 56,000 計  16,000 16,000 32,000 

（注）指導者で単価が異なる場合等は、適宜余白に理由を記載。 （注）職員で単価が異なる場合等は、適宜余白に理由を記載。 

宛先は「事業実施団体」
とする。 

右肩に「①」等の番号（「支出経費の仕
分表」の領収書番号と合致）を付ける。 

領収者の住所等必要事項
を全て記入し、押印する。 

領収年月日を記載する。 

「但し、」欄で内訳等を明らかにする。 
①資材購入等：品目、数量、規格等。 
②指導者謝金：日時、指導内容等（○
月○日間伐作業、△月△～□日（２日
間）植栽指導 etc）。 
③人件費：従事日数を記載 
 
（注）領収書に記載できない場合は、
請求書等（下欄の①～③を含む。）を
添付する。 

※ガソリン代のレシートの場
合、貼付台紙の余白部に「いつ、
誰が、何のために」使用したかを
簡潔に記載する。 
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 ４．関係様式  
 
（１）実績報告関係 
  ① 緑の募金事業実績報告書（様式１） 
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４．決算書

決算額（円）

0

行動費

環境整備費

資材費

資材等運搬費

指導者経費

事務費

小計 0

小計 0

0

（注）収入の部と支出の部の各区分ごとの決算額を合致させること。

自
己
資
金
等
の
使
用
内
訳

計

内　　　　　　　　訳

収
入
の
部

　緑の募金交付金

　自己資金

　その他助成金

計

区　　　　　分

支
出
の
部

緑
の
募
金
交
付
金
の
使
用
内
訳

経

費

の
仕

分

表

に

記

載

し
た

場

合

は

"

仕

分

表
の

と

お

り

"

の

み
で

可

。

「留意事項等」（冊子）を

参照し、仕分け表に整理し

た金額を移記。

交付金の「収入の部」と「支出の部」の各金額を合致。

事業実施に際して自己資金等を使用した場合

は必ず記載。

円単位で記載。

収入の部の金額と合致させ、差額は自己資金に計上。

（仕分け表と一致）。



20 
 

   

円 円 円

普通　 当座

①　口座は、団体名義とし、個人名義は不可とする。

②　フリガナは、必ずかつ正確に、省略せずに記載する。

役職

第二優先

　

①

②

③

７．連絡先

（フリガナ）
口座名義

「緑の募金交付金」使用額

別紙｢経理仕分表｣｢経理概要整理表｣｢報告集用｣｢SDGs｣｢ｽｹｼﾞｭｰﾙ表｣を添付する。

活動記録写真、図面、制作物、掲載記事等をPDFで添付する。

第一優先

（フリガナ）

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅ-mail

自宅・会社　     (     )

交付金対象経費の領収書をPDFで添付する。

（注）

【留意事項】

担当者名

概算払い受領額 差し引き請求額

５．「緑の募金交付金」支払い請求

口座番号

0

６．振込先

　　　　　　　銀行　　　　　　　支店

（フリガナ）
銀行名

口座種別 （ 左のいずれか選択）

携帯電話番号、E-mailアドレスがあれば必ず記載（速やかな連絡に必須）。

支店等の統廃合に留意。

誤記や漏れがないよう、必ずチェック。

円単位で記載。
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②  支出経費の仕分表（別紙１） 

（別紙１）_令和４年度様式

単位：円

区分
領収書
年月日

領収書
金額

内容（数量、規格等）
領収書
番　号

行動費
環境

整備費
資材費

資材等
運搬費

指導者
経費

事務費 計 備考

交付
決定額

外国通貨・

レート等

交付金 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

　３）交付決定額欄は、額を担当者との調整等により見直した場合、当該内容欄に「○月○日調整済み」として調整後の額を記入すること。

支出経費の仕分表（緑の募金事業実績報告書の「４．決算書」補足資料）

　２）本表を添付した場合は、報告書の「４．決算書」の内訳欄は簡潔に記入できる。

注１）経費を、領収書の年月日順に記載し、行数等は必要に応じて追加・削除する。

自己
資金

　　◯◯◯◯◯事業　　　　　（交付決定番号 04◯－◯◯)

交付金の対象が領収書全額でなく、内数の場

合は、領収書金額欄に領収書金額（全額）、

科目別欄に交付金対象額を記載（差額は自己
資金に計上）。

海外事業の場合、領収書金額欄に現地価額を記

載→科目別金額欄は、その金額に備考欄のレー

トを乗じたものを記載。

領収書の右肩に月日

順に番号を付し、こ

の領収書番号欄の番
号と一致させる。→

科目順に並べる必要

なし。

海外事業の場合、
領収書ごとの適用
レートを記載し、
その根拠となる送
金書類等を別途添
付。

領収書枚数が多く、複数行にまたが

る場合は、行を適宜増やす。→頁ご

との計は不要。

交付金の支出計は、交付使用額と合

致させ、差額は自己資金に計上。

交付決定額を科目毎に記入
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③ 支出経費の概要整理表（別紙１仕分表の附表） 

 
【「別紙１　支出経費の仕分表」の附表】_令和４年度様式
　

　　　　
領収書
Ｎｏ

宿泊費

（宿泊月日） （宿泊場所）（主な宿泊者・人数等） （宿泊しなければならない理由） （宿泊に係る現地での作業内容・量・時間等）

会場借上

（借上月日） （借上場所）（主な利用者・人数等） （借上しなければならない理由） （借上に係る現地での作業内容・量・時間等）

バス借上
（同じ目的・月日の
場合は同一行に整理
可）

（借上月日） （運行区間）（バス規格、主な乗車
者・人数等）

（借上しなければならない理由） （借上に係る現地での作業内容・量・時間等）

人員輸送車借上
（同じ目的・月日の
場合は同一行に整理
可）

（借上月日） （借上区間）（車種・台数・乗車数

等）

（借上しなければならない理由） （借上に係る現地での作業内容・量・時間等）

その他
（目的・内容等が同
じ経費の計が35,000
円以上の場合）

作業路等整備

（作業期間）

地拵・整地等

（作業期間）

支出経費の概要整理表

記載要領①　下表に該当する支出項目がある場合に整理する。記載項目・内容に応じて、行の高さ等を変えることができる。
　　　　②　該当する領収書が複数ある場合は、行を追加して記載する。ただし、同じ支出であって一括整理しても事業との関連、必要性等が判断できると
　　　　　　　思われる場合は、同一行に複数の領収書No分を記載できるものとする。
　　　　③　承認された事業との関連、必要性が分かるよう「いつ、どこで、誰が、何を、何のために、どのように（5Ｗ1Ｈ）」等の観点から簡潔に整理する。
　　　　④　領収書等において、下表の内容が明記されている部分は、「領収書のとおり」との記載で可とする。

項目 概　　　　　　　　　　　　　　　　　要

行
動
費

（承認された事業に直接必要な理由等について、「５Ｗ１Ｈ」の観点から記載）

環
境
整
備
費

（作業内容・量と使用機械・時間等） （①外部委託せざるを得ない理由、②専門業者以外（個人、ボランティア団体等）に委託した場合

の選定理由、受託者の経験・資格等）

（作業内容・量と使用機械・時間等） （①外部委託せざるを得ない理由、②専門業者以外（個人、ボランティア団体等）に委託した場合
の選定理由、受託者の経験・資格等）

項目欄の支出に該

当する場合、概要

欄の（ ）書きに
沿って簡潔に記載。

印刷した時、字が小さすぎて見難くなるおそれがあるので留意。

→頁数を増やすかＡ３判で整理。
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④ 実績報告書の作成・提出に係るチェックリスト 
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  ⑤ 緑の募金事業の概要とりまとめ表（別紙２）：様式 

 

 

 

（別紙２）令和４年度様式

（※交付決定番号　04○-○○）

事業名

団体名 担当者名

所在地

ＴＥＬ ＦＡＸ

２．事業の概要

緑の募金事業の概要（事業報告集用）

１．団体の概要
（役職・氏名）

〒

（２）事業成果等（継続は①及び②の区分で記載。）：事業の結果、得られた効果や拡がり等。

（４）事業をよく知る関係者の声：客観的に捉えてどうだったか。反省点、今後の課題、可能性等は何か。

（１）目的・内容：何のため（目的）に、何を行った（内容）のか。

　　①　前年度までの成果等（令和○年～令和○年）

　
　　②　今年度新たに得られた成果等

（３）自己評価、今後の展望：反省点、課題、それを踏まえた今後の取組計画（連携・協働体制含む）等。

（５）参加者の声：参加者の感想等はどうだったか。

記載は、別シートの記載例を参考に「目的は◯○、主な活動は○○・・・」に合わせる。

簡潔かつ読みやすく整理。→読者は現地・事業内容を知らないことを認識して整理。

「である」調で記載。（以下同じ。）

様式は変えずにエクセルで記載。（「事業報告集」の原稿として印刷業者へ渡すため。）

記載漏れのないよう。

複数年にわたって事業を継続（事業名は変わっても、実施箇所・内容が同様の場合を含む。）している場合は、「前年

度までの成果（①）」と「①等を踏まえて今年度どのような成果を得たのか（②）」に区分して整理。

誤記載のないようチェック。

交付決定番号は、「国緑４第○○号」でなく、

「04S-○、04R-○、04K-○・・・等」と記載。

成果（社会に与えた波及効果、変化、新規に得た参加者層、ネットワーク、間伐材の活用方法等）を具体的かつ簡潔に整理。

どのような立場の参加者の感想なの

か分かるよう（ ）書き。

どのような立場の関係者の声なのか

分かるよう（ ）書き。
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（注）１．原則としてエクセル様式を使用して作成すること。 
      ２．本表は、実績報告書の提出時に必ず同封するほか、データをメールで送付すること。 
      ３．作業内容のその他欄は、イベント等の名称のほか、回数、数量等を簡潔に記載する。 
 

実施時期 作業/量 　月　日 　月　日 　月　日 　月　日 計

植付面積 ha ha ha ha ha

植付本数 本 本 本 本 本

樹勢回復 本 本 本 本 本 （樹種等）

下刈面積 ha ha ha ha ha

除伐面積 ha ha ha ha ha

間伐面積 ha ha ha ha ha

森林資源活用

その他

県内 0

県外 0

計 0 0 0 0 0

※　写真 別途データで提出

MAIL： m-bokin@green.or.jp

（主な作業日・作業内容ごとに数枚ずつ、合計５～15枚程度、
　エクセルに貼らずに別途メール等でデータ送信）

関係者・
ボラン

ティア参
加者数

実施場所 　　　県　　　　町

（注）　作業内容のその他欄は、イベント等の名称のほか、回数、数量等の必要事項
　　　を記載する。

備考（適宜記載）

作業内容

（樹種等）

３．実績とりまとめ表：記載できない場合は「○月～○月」と括ったり、文言修正して整理。

活動内容が多岐にわたる場合は枠を追

加し記載。適宜回数等をまとめて記載し

ても良い。様式範囲を大幅に超える場合
は別紙で整理。

樹種・本数を漏れなく記

載。海外の場合もなるべ

く和名（カタカナ・漢
字）で記載。

「作業」欄に項目のない作業（森の

学び、野外活動、自然保育、生態調

査等）は「その他」の欄に記載。

計の欄も漏れなく記載し、数値もチェック。

なお、スタッフやボランティアの参加者数

を記載し、「発注業者の作業員数」は含ま
ない。

国際事業は「国内」「国外」の人数、

実施場所「国名、州県名」を記載。

※ どんな事業を実施したのかが伝わる写真（作業中や作業前後の遠景・近景、
参加者の全体、看板・標柱等の遠景・近景、募金周知や募金活動の様子等）

※ 報告集に載せるので、ＰＤＦでなくＪＰＥＧ等のデータそのもの。
※ 画像タイトルは「◯◯年◯月◯日△村▲地区_■■（内容・状況）」等として、
それぞれの活動の流れが理解できるよう整理する。

（その他の備考：イベン

ト内容、作業道整備の回

数、距離、体験活動実施
回数等）
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 ⑤ 緑の募金事業の概要とりまとめ表（別紙２）：記載例 
 
 
 
 
 
 

（別紙２）令和４年度様式

（※交付決定番号　04○-○○）

事業名

団体名 担当者名

所在地

ＴＥＬ ＦＡＸ

（３）自己評価、今後の展望：反省点、課題、それを踏まえた今後の取組計画（連携・協働体制含む）等。

・つる切は計画どおりに進んだが、足場が悪い中での広葉樹等の伐採は見合わせた。
・一般市民を対象とした森林環境学習は、野外活動の経験が豊富なボーイスカウト団体の学習を支
援することで一般化、定例化への道筋を探ったが、一般化、定例化するにはほかのプログラムも実
施するなど、もう少し実績を積み重ねる必要がある。
・今後は近隣の大学の環境サークルと連携し、プログラムの企画から学生達と協力して行う。
　

（５）参加者の声：参加者の感想等はどうだったか。

・森の中から木々を見て、こんなに荒れていると初めて気づいた。一人一人ができることを取組ん
でいくことの大切さを感じた。（参加者・20代男性）
・自然とふれあえる機会が減少している中、このような企画は子供の教育に非常に良いと思った。
（参加者・20代女性）
・蔓を切ったらスギが生き生きしたようだ。（小学生女）
・雨の後の傾斜地は滑って危なかった。（60代男性）

（４）事業をよく知る関係者の声：客観的に捉えてどうだったか。反省点、今後の課題、可能性等は何か。

・継続した下刈り作業等の整備活動は、その作業の大変さとともに、植林した苗木の成長を確認す
ることで、森林保全活動への参加意識の向上に繋がる意義のある活動である。また、水棲生物の採
集・観察は、子どものみならず大人も多様な生物の生息状況を知り、森・川のつながりや生態系を
実感する良い機会となる。（50代、高校教諭）
・今後は、各参加者が様々な条件下で作業できるよう内部での研修等が必要ではないか。（ボーイ
スカウト担当者）

①　昨年度までの成果等（令和２年度～令和３年度）
　林道等周辺の緩傾斜地で、枯損木・形質不良木伐採やつる切等を行い、日当たりが良くな
るなど効果が出ている。また、普段、森林と触れ合う機会が少ない参加者が、手入れ不足の
影響や、整備の大切さを学んだ。

②　今年度新たに得られた成果等
　足場の悪い傾斜地での作業だったが、ベテラン会員の安全指導等を徹底し、体験参加者は比較的
細い木から伐採することで次の作業につなげることができた。学生の水棲生物研究フィールドや県
内のボーイスカウト団体の森林環境学習のフィールドとしても使用されることで、参加者のさらな
る広がりの可能性を確認した。

緑の募金事業の概要（事業報告集用）

１．団体の概要
（役職・氏名）

〒

２．事業の概要

（２）事業成果等（継続は①及び②の区分で記載。）：事業の結果、得られた効果や拡がり等。

（１）目的・内容：何のため（目的）に、何を行った（内容）のか。

　目的は、所有者の高齢化等から手入れ不足となっている人工林の再生と水源かん養林の保全活動
を行うことである。主な活動は以下のとおり。
①スギの成長を阻害する侵入木の伐採と下刈り（蔓切りを含む）、②形質不良木の伐採、過密箇所
の間伐と材の利用（歩道の崩壊防止柵等に利用）、③風害等で疎林化した箇所の植栽、④木工クラ
フト（間伐材を使ったコースターづくり、落ち葉などを使ったコラージュづくりなど）⑤一般市民
（県内ボーイスカウト）による森林環境学習（NPOおよび県内高校生物教諭による指導）

どのような立場の参加者の感想なのか

分かるよう（ ）書き。

どのような立場の関係者の声なのか

分かるよう（ ）書き。

様式は変えずにエクセルで記載。（「事業報告集」の原稿として印刷業者へ渡すため。）

誤記載のないようチェック。

交付決定番号は、「国緑４第○○号」でなく、

「04S-○、04R-○、04K-○・・・等」と記載。
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⑦  実施事業とＳＤＧｓとの関連についての整理表（別紙３） 
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（２）緑の募金事業活動スケジュール表 
 

 
FAX：03-3264-3974

MAIL：  m-bokin@green.or.jp

事業名（交付決定番号）

実施団体名
担当者名（ふりがな）

ＴＥＬ 　　（　　）
ＦＡＸ 　　（　　）

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

備考

月  日 場  所 内  容 実施団体 企業参加の可否
（◯・×）

募金協力実施
（◯・×）

募 金 額 円　　  募 金 先

  注(1) 本表は、全ての事業について、交付決定の通知を受けた日から２ヶ月以内に提出すること。

　   (2) 本表の提出がないと概算請求ができません。また、実績報告にあわせて最終版を提出する。

　   (3) 本表には、事業の目的達成の主体となる活動について記載する。

　   (4) 月日欄は、「日付」又は「○月上旬」等と記載する。

　   (5) 場所欄は、市町村・地区名のほか、○○市有林等と記載する。

　   (6) 内容欄は、植樹、下刈、間伐等の作業内容、研修会の名称等を記載する。

　   (7) 実施団体欄は、「自団体」のほか、直接活動を行う他団体の名称を記載する。

　   (8) 募金協力企業の当該活動への参加の可否を記載する（◯又は×）。

　   (9) 募金協力実施欄は、当該地において募金箱の設置など緑の募金への協力呼びかけの実施有無を記載する（◯又は×）。

また、実績報告にあわせて下欄に募金額と募金先を記載する。

緑の募金事業活動スケジュール表　　 _令和４年度様式

公益社団法人　国土緑化推進機構　募金部 宛

令和　　年　　月　　日 提出

携帯　　　（　　）

活 動 に つ い て

◯◯◯◯◯事業　（04○-○○）
交付承認（決定）通知の日から2ヶ月以内に提出。

また、概算請求をする場合も請求書と合わせて提出。

実績報告書に合わせて最終版を提出。

海外事業の提出先も、国際緑化推進センターではなく、
国土緑化推進機構です。お間違いのないようご注意ください。

誤記載のないようチェック。

交付決定番号は、「国緑４第○○号」でなく、

「04S-○、04R-○、04K-○・・・等」と記載。

募金先は、国土緑化推進機構または所

在地の都道府県緑化推進委員会とする。

様式内に収まらない場合は、行数、頁数

を増やして記載。
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（３）緑の募金交付金概算払い請求書（様式２） 
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別紙

区分 細分 金額（千円）

行動費

環境整備費

資材費

資材等運搬費

指導者経費

事務費

0

（注）記載ミスのないようチェックする。

概算払い請求額

科目

交付金

備考

「緑の募金交付金」概算払い請求額の内訳
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（４）緑の募金事業変更連絡表 

 

 

 

 

公益社団法人　国土緑化推進機構　募金部 宛

FAX：03-3264-3974

 m-bokin@green.or.jp

事業名（交付決定番号）

実施団体名
担当者名（ふりがな）

ＴＥＬ 　　（　　） ＦＡＸ　　　（　　）　　 携帯　　　（　　）
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

１．事業内容の変更（変更する内容について簡潔に記載。）

承認された内容 変更理由（なぜか） 変更に伴う影響の有無とその対応

２．経費科目の変更（該当する項目のみ記載。）
科目 承認額 変更後額 変更理由（なぜか） 変更に伴う影響の有無とその対応

行動費

環境整備費

資材費

資材等運搬費

指導者経費

事務費

計

令和　　年　　月　　日 提出

変更内容（何を、どのように）

　令和　　年　月　日付け国緑　 第　　号で承認通知のあった事業について、変更が必要となったので届出します。
　なお、「緑の募金交付金交付要領」第４条「事業内容等の変更の承認」に該当する場合は、同要領に基づく手続き行います。

○○○○○事業　（04○-○○）

緑の募金事業変更連絡表　 _令和４年度様式

変更によって想定される当初計画への影響と、その

影響を回避（軽減）するための対応策を記載。

既に承認された事業なので、安易な変更は不可。

内容、理由は具体的に記載。

様式内に収まらない場合は、行幅、頁数を増やして記載。 一般的に経費を減額すれば当初計画に影響が生ず

るので、想定される影響とその影響を回避（軽

減）するための対応策を記載。

誤記載のないようチェック。

交付決定番号は、「国緑４第○○号」でなく、「04S-○、04R-○、04K-○・・・等」と記載。

海外事業の提出先も、国際緑化推進センターではなく、
国土緑化推進機構です。お間違いのないようご注意ください。
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（５）緑の募金事業中止申請書 
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※下記にある写真のアングルを参考に、写真撮影を行ってください。 

  

■作業中や作業前後の遠景 

■ 作業中や作業前後の近景 

■ 参加者の全体 ■ 看板・標柱・横断幕 
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